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  日頃から、北海道の保健医療福祉施策の推進に御支援を賜り、厚くお礼申
し上げます。
さて、現在、国保制度の見直しに関して、平成２７年に開会される国会

の常会に必要な法律案を提出することを目指し、国保基盤強化協議会等に
おいて、その内容について議論が行われているところです。
道内の国保の状況を踏まえると、財政基盤の脆弱な小規模保険者が多い

中、国民皆保険制度の基礎である国保制度を維持していくために、国保運
営の都道府県化を図ることは有力な手段と考えているところです。
今後の見直しに当たっては、医療費水準が高く、所得が低い等といった

本道の実情を十分考慮いただき、国の責任において必要な財政措置を講じ
るとともに、制度の円滑な実施に向け、十分な準備期間の確保や速やかな
情報提供を行うことが必要であります。
つきましては、次の事項について実現されるよう強く要望いたします。

記

１．新たな国費の配分
    国保は、被用者保険と比べ、①低所得の加入者が多い、②年齢構成が
高いこと等により医療費水準が高い、③所得に占める保険料が重いとい
った財政上の構造的な問題を抱えており、国保の保険料負担率は、全国
平均９．９％と既に負担の限界に近づいていることや都道府県毎に著し
い格差が生じていることからも、国保に対する財政支援の拡充が求めら
れている。

    その中で、更なる国費の投入及び配分のあり方については、これ以上
国保の保険料負担率が高くならないよう国の責任で財源を確保し、その
規模と財政基盤強化の具体策をできるだけ早期に示したうえで、地方自
治体と十分協議すること。

２．保険料
    現在、検討されている保険料の算定方法では、各市町村は、保険料を
分賦金として都道府県に納入する方法が示されているが、被保険者の保
険料水準が急激に変化することのないよう、都道府県が算定した市町村
への分賦金に基づく保険料と現行の保険料とに一定以上の乖離が生じた
場合は、国において適切な財政措置等を講じること。

３．財政安定化支援事業の継続
「財政安定化支援事業（１，０００億円）」は、他の保険者と比べ、

被保険者の年齢が高いことや病床数が多い、所得が低いといった市町村
の責によらないものに対して、措置されているところであり、保険者が
都道府県に移行した場合にあっても、被保険者の保険料負担の増加とな
らないよう同事業を継続・拡充すること。



４．地方単独事業の国庫負担金の減額措置の廃止等
    地方自治体が独自に行っている重度心身障害者（児）、乳幼児、ひとり
親家庭等に対する医療費助成については、子育て・少子化対策等に関す
る重要な施策にもかかわらず、現在、国保の国庫負担金の減額が行われ、
また、それに伴う煩雑な事務処理が実施市町村に課せられていることか
ら現行の減額措置を廃止すること。

５．保険給付等
    保険給付等の事務については、中間整理において、都道府県と市町村
が担う場合のメリット・デメリットが示されたが、被保険者の利便性を
図るための更なる議論を行うとともに、保険給付等に係る膨大な業務量
を踏まえ、事務処理の負担軽減に向けても所要の見直しを行うこと。

６．電算システムの構築
    国保の都道府県化に伴う電算システムについて、現行システムからの
移行内容やスケジュール等を早期に示し、十分な準備期間を確保すると
ともに、新たに生じるシステム関係経費及びデータ移行に要する経費等
については、国の責任において、全額、財政措置を講じること。

７．制度の円滑な実施
  国保制度の見直しに当たっては、地方自治体の意見を十分反映させる
とともに、混乱を招かないよう、十分な準備期間の確保や速やかな情報
提供を行うこと。
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